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第２回茨城県総合計画審議会等における委員からの主な意見と対応状況 

意 見 の 概 要 担当部局 対 応 状 況 

跡部委員 

・ 資料５－１「新しい総合計画の基本計画骨子（素案）」につい

て、各テーマはすごくいいと感じるが、教育、産業、グローバル

や、県民の生活など、それぞれの関係性や庁内横断的な取組がよ

りしっかり見えてくると、より新しい県政の実現の在り方と感じ

た。 

政策企画部 

（計画推進課） 

・ 計画（案）の第３部「基本計画」において、複数の担当部局が連携する取組を

記載し、複雑化する課題に対応していくこととしており、引き続き、各部局庁の

枠を超えて、全庁一丸となり施策の推進に取り組んでまいります。 

跡部委員 

・ 学内で農業を始めるという学生がいるが、首都圏からはなかな

か出ない。首都圏に近いという本県の地理的優位性を活かして、

首都圏で新規就農を目指す若者を呼び込む施策に取り組んでい

ただきたい。 

農林水産部 ・ 計画(案)の第３部「基本計画」の政策３「強い農林水産業」において、就業希

望者の円滑な就業と定着のため、優れた経営事例や就業支援等に関する情報発信

に取り組むことを記載するとともに、引き続き、「新規就農相談センター」によ

るＷｅｂでの就農相談会の実施、都内で開催される農業関係イベントへの出展

や、農家見学会などを開催し、本県農業の魅力発信に取り組んでまいります。 

・ また、これまでは農業関係イベントに出展をしていたところですが、「農業を

やりたい人」を発掘し、取り込んでいくため、都内で開催される就職・転職イベ

ントの場を活用するなど、分野を限定しない情報発信についても検討してまいり

ます。 

森近委員 

・ 資料１－２「新しい総合計画策定のポイント」について、医療

提供体制の成果は挙げられているが、福祉や介護の分野において

も何か大きな成果があるとよいと感じた。 

・ 全国に先駆けて本県が外国人材の受入などに力を入れていく

と、他の都道府県も追随すると思われるため、外国人材の職員数

の目標値を検討してはどうか。 

・ 介護体制を充実させていくという視点で、介護の事業所数や施

設数といった、供給の体制の目標値を検討してはどうか。 

・ 新しい総合計画で、介護や福祉の質の向上という視点も盛り込

んではどうか。 

福祉部 ・ 外国人材の受入れは、介護人材確保に向けた様々な取組みの１つとなっており

ます。そのため、介護人材の確保については、外国人材の受入れを含めた総合的

な施策の効果を測る指標を検討しており、利用者目線での介護サービスの充足度

を新たに指標として設定したいと考えております。 

・ 介護事業所数や施設数など供給体制の目標値につきましては、「いばらき高齢

者プラン２１」において、各市町村のサービス利用見込み量を合算して設定して

おります。３年ごとの当該プランの改定の際には、引き続き、市町村と連携して

目標値を設定してまいります。 

・ また、介護の質の向上に関する視点につきましても、当該プランへの反映を検

討してまいります。 

なお、介護の担い手となる介護職員の資質向上も必要ですので、これまでも計

画(案)の第３部「基本計画」の政策６「県民の命を守る地域保健・医療・福祉」 

において、「福祉施設等の職員のキャリアアップのための研修実施の支援等に取

り組む」ことを記載しております。 

参考資料１ 
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山根委員 

・ 日本の中で本県が期待されていることなどについても、計画に

盛り込んではどうか。 

政策企画部 

（計画推進課） 

・ 計画(案)の第１部「将来構想」において、今般の時代認識などを踏まえた本県

の取り組むべき政策の方向性を記載するとともに、首都圏、ひいては全国の発展

を牽引する豊かで活力ある地域となることを目指し、科学技術や産業の集積や農

林水産業など、本県のポテンシャルを更に発現させ、磨き上げていくことなどを

記載しております。 

山根委員 

・ 本県の農業はブランド力向上など「質」の取組で高く評価され

ているが、更なる発展に向けて、農産物の生産量を確保していく

「量」の視点も盛り込んではどうか。 

農林水産部 ・ 計画(案)の第３部「基本計画」の政策３「強い農林水産業」において、生産性

の向上に関する取組を記載しており、これらの取組には「量」の要素を内包して

いることから、スマート技術の導入や意欲ある担い手への農地の集積・集約化な

ど、取組の充実を図ってまいります。 

山根委員 

・ 保育園における外国人の園児の受入が増えることにより、給食

の提供時など様々な配慮が必要となっている状況。外国人だけで

なく、外国人と共に仕事や生活をする日本人に対しても配慮が必

要。 

福祉部 ・ 保育園における外国人児童の受入れについては、保護者のニーズに対応できる

よう、市町村と連携し、保育補助者の配置に必要な費用の一部を支援しており、

引き続き、施設等に対し制度の活用を働きかけてまいります。 

道越委員 

・ 外国人財の受け入れに関して、本県はなぜインドの大学と提携

したのか。また、今後、どこの国の人を受け入れていくのか。 

産業戦略部 ・ インドは世界最大の人口を有し、平均年齢が２８歳と非常に若いうえ、若年層

の失業率が大卒の場合で２９.１パーセントと高く、さらに、ＩＴや語学などに

優れた能力を有する若い人材が豊富なことから、若年層が不足する日本の労働環

境を補完するには最適と考え、現地大学と協力覚書の締結などを行ったところで

す。 

・ 今後もインドをはじめ、現地の地方政府機関や教育機関と協力覚書を締結する

など、従来から協力関係を構築しているベトナム、インドネシア及びモンゴルも

含めて、本県産業の発展を支える人材の確保に取り組んでまいります。 

道越委員 

・ 優秀な外国人の受入促進を推進するとのことだが、「優秀」を

どのように定義するのか。 

政策企画部 

（計画推進課） 

・ 「優秀」の要素につきましては、いわゆる学歴の視点ではなく、社会経済活動

の推進に貢献いただけるという視点で捉えております。 

澤田委員 

・ 優秀な外国人材を受け入れていくにあたり、就労環境の充実だ

けでなく、生活環境の充実という視点を盛り込んではどうか。 

・ 外国人への日本語教育の提供はベースラインであり、今後は、

どこまで行政としてサポートしていくかという視点で、より踏み

込んだ目標を検討してはどうか。 

・ 外国人が「母語」で社会生活を送ることができるよう、多言語

での相談員の充実に加え、次の目標として、行政から発信される

情報の多言語化等にも取り組んでいく必要がある。 

政策企画部 

（計画推進課） 

県民生活環境部  

教育庁 

・ 計画(案)の第３部「基本計画」の政策15「外国「人財」に選ばれ、共に成長す

る秩序ある共生社会」において、外国「人財」が共に安心して生活できる環境の

充実に関する取組を記載するとともに、新たに、主要指標（案）で「小中義務教

育学校において「特別の教育課程」による日本語指導を受けている外国人児童生

徒の割合」を計画に盛り込み、取組の充実を図ってまいります。 

・ 行政から発信される情報の多言語化については、例えば本県のウェブページに

ついては多言語表記に対応しているところですが、様々な行政サービスの提供の

場において、引き続き多言語化の充実について検討してまいります。 
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グェン委員 

・ 本県では、「IBARAKIネイティブコミュニケーションサポータ

ー」など、外国人も安心して生活できる環境整備に向けた支援が

充実しており、この取組を様々な国籍にも広げていただきたい。 

県民生活環境部 ・ 外国人住民が多く住む県南・県西地域や外国人の多い国籍を中心に、市町村や

国際交流団体などと連携し、サポーター人材の発掘を進めていくなど、母語によ

る相談・支援体制の充実を図ってまいります。 

 

グェン委員 

・ 県内の交通事故を減らすため、マスコミの力を借りることや、

県のキャンペーンを行うなど、交通安全対策について計画に盛り

込んでいただきたい。 

警察本部 ・ 計画(案)の第３部「基本計画」の政策９「安心して暮らせる社会」 において、

総合的な交通安全施策の推進について記載するとともに、引き続き、「交通事故

死者数」を主要指標（案）として設定し、交通事故の減少に向けて、取組の充実

を図ってまいります。 

髙木委員 

・ ＡＩなどの普及により、技術や人材の「質」が平準化され、他

県との差別化が難しくなることが予想され、本県が「選ばれる県」

になるためには、県民一人ひとりが個性を持ち、自分らしく暮ら

しているという「人の魅力」を起点に差別化を図っていくことが

必要である。 

政策企画部 

（計画推進課） 

 

・ 計画(案)の第３部「基本計画」において、重点的に進める３つの取組の１つと

して「本県に他地域にはない特長をつくるための『差別化』」を記載しており、

国内外から「茨城に住みたい、住み続けたい」人が大いに増える県づくりに取り

組んでまいります。 

  また、同じく重点的に進める３つの取組の１つとして「多様な人財が活躍でき

る社会の実現」を記載しており、国籍や性別、年齢、障害の有無などに関わらず、

誰もが能力と意欲に応じて活躍できる社会の実現に取り組んでまいります。 

鈴木委員 

・ クリエイティブ・コンテンツ事業に力を入れていくねらいなど

を説明いただきたい。 

産業戦略部 ・ 本県が若い現役世代の方々に選ばれる県となるためには、魅力ある産業を意識

的に育成・誘致していくことが必要であります。その可能性を追求する一環とし

て、コンテンツ産業の振興に取り組むこととしており、第３部「基本計画」の政

策２「新産業育成と中小企業等の成長」及び政策 18「若者が集い、「楽しさ」あ

ふれる茨城」に位置づけ注力していきたいと考えております。 

雨宮委員 

・ 本県は、これまでの取組を通じて数多くの成果をあげてきてい

るが、県民にはあまり知られていない。県民の誇りや愛着を醸成

していくためにも、ＰＲにより力を入れて取り組んでいく必要が

ある。 

営業戦略部 ・ 県ホームページに、本県施策の成果を広くＰＲする特設ページを開設するとと

もに、ＳＮＳの積極的な活用や動画による施策紹介など、情報発信を強化するこ

とで、県民の誇りや愛着の醸成を図ってまいります。 

 

雨宮委員 

・ 「新しい安心安全」において課題となっている治安対策につい

ては、より重点的に取り組んでいく施策として計画に位置付けて

いく必要があるのではないか。 

警察本部 

県民生活環境部 

・ 計画(案)の第３部「基本計画」の政策９「安心して暮らせる社会」 において、

具体的な犯罪などを挙げながら治安対策の推進について手厚く記載するととも

に、新たに、主要指標（案）で「住宅侵入窃盗・自動車盗の認知件数」「金属盗

の認知件数」「農作物盗難の認知件数」を計画に盛り込み、取組の充実を図って

まいります。 



- 4 - 

 

 

平田委員 

・ つくばエクスプレスの延伸を推進している今、自動車に過度に

依存する交通体系からの転換という長期ビジョンを示す好機で

あり、県が主導し、鉄道やバスなどの公共交通を軸とした都市間

交通体系を構築すべき。 

政策企画部 

 

・ 令和５年に策定した茨城県地域公共交通計画は、令和９年までを見据えた計画

となっていることから、国の新たな動きや技術革新の状況を的確に捉えるととも

に、次期総合計画における公共交通の将来像や施策の展開、さらには、次期都市

計画区域マスタープランにおける広域的な観点からの都市計画の方向性を踏ま

え、次期公共交通計画に反映してまいりたいと考えております。 

平田委員 

・ 茨城空港については、航空会社に「選ばれる」ため、運用時間

柔軟化に加え、「アウトバウンド（県民の海外旅行促進）」施策に

も力を入れて取り組んでいただきたい。 

営業戦略部 ・ 航空路線の維持・拡大におきましては、イン・アウト双方向の安定的送客が重

要であることから、旅行会社と協力してツアー造成を行うとともに、県内や近隣

県における各種メディアの活用や大規模イベントへの出展等を通じて茨城空港

発路線のＰＲ及び就航先の観光情報発信に一層努めてまいります。 

平田委員 

・ 大阪・関西万博で展示された「空飛ぶクルマ」は、すでに現実

味を帯びており、都市部の渋滞回避だけでなく、茨城のような地

方における都市間移動、特に、医療搬送の活用についても見据え

てはどうか。 

防災・危機管理部  

保健福祉部 

・ 救急搬送における活用においては、空飛ぶクルマの社会実装の進展に加え、搬

送する患者の安全面の確保が特に重要となることから、国や専門家による検討状

況等を注視してまいります。 

松木委員 

・ 防犯対策にも寄与する取組として、耕作放棄地、空き家、廃工

場などをリユース・再活用し、挑戦したい人に提供する仕組みづ

くりを検討してはどうか。 

政策企画部 

（計画推進課） 

産業戦略部 

農林水産部 

土木部 

・ 計画(案)の第３部「基本計画」の政策２「新産業育成と中小企業等の成長」に

おいて、中小企業・小規模事業者の育成に関する総合的な施策推進に関する取組

を、政策３「強い農林水産業」において意欲ある担い手への荒廃農地を含む農地

の集積・集約化などに関する取組を、政策９の「安心して暮らせる社会」におい

て空き家対策を実施する市町村への支援に関する取組を、それぞれ計画に盛り込

み、取組の充実を図ってまいります。 

平根委員 

・ 金融や生活基盤のサポートを官民連携により行うことで、外国

人が安心して生活できる環境整備に取り組んでいただきたい。 

県民生活環境部  

 

・ ＩＢＡＲＡＫＩネイティブコミュニケーションサポーター制度の推進など、引

き続き外国人が安心して生活できる環境を整備するため、母語による相談・支援

体制の充実を図ってまいります。 

柴沼委員 

・ 常陸牛の輸出量が増加している一方で、県内には屠殺場がない

ため、将来的に県内で屠殺して輸出まで持っていくという、ワン

ストップの体制を整えていただきたい。 

農林水産部 ・ 常陸牛の輸出対応施設については、県の出資団体である茨城県中央食肉公社に

おいて、高いレベルの衛生基準を満たす施設を整備する場合の規模、建設コスト、

整備後の経営シミュレーションなどの検討を進めており、県としてもその取組を

支援しているところです。 

大谷会長 

・ 県が取り組む政策の方向性と市町村の政策の方向性が大きく乖

離しないよう、市町村との連携を意識した計画としていただきた

い。 

政策企画部 

（計画推進課） 

・ 市町村に対して、去る 11 月に現計画の評価や次期計画における重点施策など

について意向を把握するアンケートを実施したところであり、アンケート結果を

踏まえつつ、市町村計画との整合性や連携も意識しながら、計画の策定を進めて

まいります。 


